
令和８年度 北陸地方整備局（港湾空港関係）
総合評価落札方式の取り組み

令和８年５月２９日（新潟会場）

令和８年６月 ５日（北陸会場）

北陸地方整備局

港湾空港部 品質確保室

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和８年度 港湾関係事業の
品質向上説明会 〔資料－４〕



⽬ 次

《令和８年度 北陸地方整備局（港湾空港関係）総合評価落札方式の取り組み項目》

１．地元企業活用向け制度

【北陸オリジナル】

① 工事実績重視チャレンジ型の試行について 【運用拡大】 R8.3月～

② 地理的条件を踏まえた地域精通度評価の試行について 【新規】 R8.3月～

③ 地域貢献度における災害協定有無の評価基準の見直し 【拡充・運用改善】 R8.3月～

【本省実施方針】

④ 「地元作業船」活用評価型の試行について 【拡充・運用改善】 R8.3月～

⑤ 地元企業活用審査型について（下請負者表彰企業の評価） 【継続】

⑥ 競争参加資格要件（施工実績）緩和の試行について（ブロック製作工事） 【新規】 R8.3月～

⑦ 下請施工実績評価型の試行について（グラブ浚渫工事） 【拡充・運用改善】 R8.3月～

⑧ 地元企業活用型ＪＶ工事の試行について【新規】 R7.12月～

２．総合評価落札方式 技術提案評価型SⅠ型

総合評価落札方式 技術提案評価型SⅠ型の試行について【新規】 R7.10月～
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１．地元企業活用向け制度

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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① ⼯事実績重視チャレンジ型の試⾏について

➤これまで、災害復旧工事限定で試行してきたが、通常工事でも地域特性等を踏まえたうえで試行する。
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○ 直轄工事の施工実績を持たない企業の受注機会を拡大する観点から、工事成績と表彰の評価を省略し、工
事実績を重視した評価とすることで直轄工事と地方自治体等の実績を同等に扱う取り組みを試行する。

○ 工事実績を中心とした評価とすることで、直轄工事の実績（成績、表彰）を持たない企業の受注機会の拡大
と担い手企業の裾野を広げることを期待。

○ 試行対象とする地域は、地理的条件や地域特性を踏まえて発注者が設定するものとする。

【対象工事】
・等級区分 ： Ａ等級以外
・総合評価ﾀｲﾌﾟ： 施工能力評価型Ⅰ型、Ⅱ型

【適用時期】
令和８年３月以降に公告を開始する案件より適用

（標準型） （工事実績重視ﾁｬﾚﾝｼﾞ型）

施工実績
工事成績
表彰
・・・

施工実績
工事成績
表彰
・・・

地理的条件
災害協定
・・・

企業の能力等

技術者の能力等

地域精通度・地域貢献度

施工実績
 工事成績
 表彰
・・・

施工実績
 工事成績
 表彰
・・・

地理的条件
災害協定
・・・

企業の能力等

技術者の能力等

地域精通度・地域貢献度

自治体等の実績を国
と同等に評価

成績・表彰を評価対象
外とすることで、国の
実績がない企業の受
注機会を拡大

北陸：運用拡大
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○ 「地域貢献等」における地域精通度の評価は、当該県内における本店所在の有無を評価項目としている。
○ これまで、当該県内に本店が所在していれば、一律満点として評価していたが、同一県内でも施工場所まで相

当程度離れている場合や離島を有している場合などがあり、地理的条件や地域特性を踏まえた地域を設定し
優位に評価する試行を行う。

○ 試行対象とする地域は、地理的条件や地域特性を踏まえて発注者が設定するものとする。

【対象工事】
等級区分 ： Ａ等級以外の工事
※工事内容や地理的条件等を踏まえ選定する。

なお、試行工事以外は、従来通りの評価方法（当該県内に本店所在の有無）とする。
【適用時期】

令和８年３月以降に公告を開始する案件より適用

（現行） （試行工事）

評価内容及び評価基準 配点 配点

 施工計画 可／否 可／否

 企業の能力等 16点 16点

 技術者の能力等 16点 16点

 地域貢献等 8点 8点

●●県内に本店所在有り 3点 地域内（○○市内、○○市内）に本店所在有り 3点

　　　　　　〃　　　　　　無し 0点 ●●県内に本店所在有り 1.5点

　　　　　　〃　　　　　　無し 0点

国又は地方自治体（港湾空港関係以
外を含む）との災害協定締結有り

4点
北陸地方整備局（港湾空港関係）との災害協定締
結有り

4点

　　　　　　〃　　　　　　無し 0点
国又は地方自治体（港湾空港関係以外を含む）との
災害協定締結有り

2点

　　　　　　〃　　　無し 0点

保有あり 1点 保有あり 1点

　〃 なし 0点 　〃 なし 0点

 加算点合計 40点 40点 加算点合計

②地域貢献度（災害協定締結
の有無）

③災害復旧・復興に活用でき
る作業船の自社保有状況

評価項目

①地域精通度（地理的条件）

評価内容及び評価基準

 施工計画

 企業の能力等

 技術者の能力等

 地域貢献等

② 地理的条件を踏まえた地域精通度評価の試⾏について 北陸：新規

※施工能力評価型Ⅰ型（標準）、港湾土木工事、作業船評価非対象の場合の配点例
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○ 「地域貢献等」における地域貢献度の評価は、災害時における協定締結の有無を評価項目としている。
○ 令和６年能登半島地震時には、災害協定を活用した港湾施設の応急復旧や航路啓開、施設調査等が行われ、

早期復旧が進められたところである。
○ 北陸地域における港湾の災害対応力を高める観点から、北陸地方整備局（港湾空港関係）との災害協定締

結の有無を評価する見直しを行う。

【対象工事】
等級区分 ： Ａ等級以外の工事

【適用時期】
令和８年３月以降に公告を開始する案件より適用

（現行） （改訂後）

評価内容及び評価基準 配点 配点

 施工計画 可／否 可／否

 企業の能力等 16点 16点

 技術者の能力等 16点 16点

 地域貢献等 8点 8点

●●県内に本店所在有り 3点 ●●県内に本店所在有り 3点

　　　　　　〃　　　　　　無し 0点 　　　　　　〃　　　　　　無し 0点

国又は地方自治体（港湾空港関係以
外を含む）との災害協定締結有り

4点
北陸地方整備局（港湾空港関係）との災害協定締
結有り

4点

　　　　　　〃　　　　　　無し 0点
国又は地方自治体（港湾空港関係以外を含む）との
災害協定締結有り

2点

　　　　　　〃　　　無し 0点

保有あり 1点 保有あり 1点

　〃 なし 0点 　〃 なし 0点

 加算点合計 40点 40点

①地域精通度（地理的条件）

②地域貢献度（災害協定締結
の有無）

③災害復旧・復興に活用でき
る作業船の自社保有状況

 加算点合計

評価項目 評価内容及び評価基準

 施工計画

 企業の能力等

 技術者の能力等

 地域貢献等

※施工能力評価型Ⅰ型（標準）、港湾土木工事、作業船評価非対象の場合の配点例

③ 地域貢献度における災害協定有無の評価基準の⾒直し 北陸：拡充・運用改善
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本省実施⽅針（R7d補正・R8d）



【現状】

・対象工事：作業船を使用する工事

・工種区分：港湾土木工事、港湾等しゅんせつ工事

・等級区分：Ａ等級（ＷＴＯを除く）

・総合評価タイプ：技術提案評価型Ｓ型

・対象作業船：グラブ浚渫船、バックホウ浚渫船、

起重機船、クレーン付台船

【拡大案】

・対象工事：作業船を使用する工事

・工種区分：港湾土木工事、港湾等しゅんせつ工事

・等級区分：Ａ等級（ＷＴＯを除く）

・総合評価タイプ：技術提案評価型Ｓ型

施工能力評価型Ⅰ型

・対象作業船：港湾請負工事積算基準2-1-(15)に

示されている主作業船

ポンプ浚渫船、グラブ浚渫船、起重機船、

リクレーマ船、ケーソン製作用台船、

深層混合処理船など１４船種

 大規模災害時の航路啓開･応急復旧作業を担う作業船の保有･維持を促進するため､地域の安全･安心を担う地元企業が所有す
る船舶を当該工事に使用する場合に評価する｢地元作業船活用評価型｣を技術提案評価型Ｓ型で試行。

 主要工種において､当該港湾の所在する県内に本店を有する地元企業が所有する作業船を活用する場合に全整備局等にて加
点評価を実施しているところ。

 今回、総合評価タイプを施工能力評価型Ⅰ型に拡大、加えて対象船舶も主作業船（１４船種）に拡大することとする。
 本試行工事は、令和８年３月以降に公告を開始する案件のうち工事内容を踏まえて選定する。

※工事内容を確認し、地元作業船を活用できる工種がどの程度あるかを踏まえて設定

（配点例）

配点評価基準評価項目

加点評価地元企業の所有する作業船を活用地元作業船
の活用 0該当なし

＜加点の条件＞
主要工種の作業日数の30％以上活用すること

但し、
・主要工種を含む複数工種にまたがる場合には、
複数工種の合計作業日数が30％以上あればよい
・複数の地元作業船を使用して主要工種を行う場合には、
地元作業船の合計作業日数が30％以上あればよい

④ 「地元作業船」活⽤評価型の試⾏について 全国：拡充・運用改善

※「使用作業船の保有形態及び環境性能達成状況」に換えて評価を実施する。
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0.5 1.0 1.0 0.5 1.0 0.5 1.0

0.5 1.0 1.0 0.5 1.0 0.5 1.0

1.5 3.0 3.0 1.5 3.0 1.5 3.0

生産性向上技術活用表彰　　     　 0.5 1.0 1.0 0.5 1.0 0.5 1.0

1.0 2.0 2.0 1.0 2.0 1.0 2.0

0.5 1.0 1.0 0.5 1.0 0.5 1.0

災
害

1.0 2.0 2.0 1.0 2.0 1.0 2.0

施工
体系 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

0.25 0.25ワーク・ライフ・バランス推進企業 0.25 0.25 0.25 0.5 0.5

0.75 0.75

現場技能者の配置
（登録基幹技能者または、建設マスター等または、
特別港湾潜水技士）

1.0 0.5 0.5 0.5 0.5 1.0 0.5

新技術等に対する取り組み 0.75 0.75 0.75 0.5 0.5

最
大
加
点
数
2.5

最
大
加
点
数
4.5

安全管理優良受注者表彰

優良工事表彰

生
産
性
向
上

インフラDX大賞
※生産性向上技術活用表彰、インフラＤＸ大
賞は、重複評価はしない。

ICT人材育成推進企業認定

災害対策関係功労者表彰
※優良工事表彰を受けている場合は、評価
点の高い方を評価する。

優良工事における下請負者表彰

2.0 2.0

表
彰
関
係

工
事
成
績

工事成績評定優秀企業認定

最
大
加
点
数
3.0

最
大
加
点
数
4.5

最
大
加
点
数
4.5

最
大
加
点
数
2.5

最
大
加
点
数
4.5

請負工事成績評定点 6.0 6.0 6.0 7.0 8.0

8.5点 10点

同種工事実績 5.0 4.0 4.0 6.0 6.0 2.0 2.0

企業の能力等 16点 16点 16点 17点 20点

作業船
非対象

作業船
対象

作業船
非対象

港湾土木 港湾土木以外

作業船
対象

作業船
非対象

作業船
非対象

作業船
対象

Ａランク以外 Ａランク Ａランク
項　　　目

施工体制確認型
施工能力評価型 技術提案評価型

Ⅰ型（標準）、Ⅱ型
Ｓ型

（標準）

⑤ 地元企業活⽤審査型について（下請負者表彰企業の評価） 全国：継続

○ 港湾局では、令和8年1月以降の公告案件より、一次下請予定企業の下請としての表彰実績を評価項目とし
て設定する試行を開始。

○ 北陸では、従前より、企業の表彰関係の評価として、北陸地方整備局（港湾空港関係）から「優良工事におけ
る下請負者表彰」された企業を予定下請負者とする場合加点評価しておりこれを継続する。



 発注件数の減少に伴い、受注機会が確保されず競争参加資格要件である過去１５年間の施工実績（各局の実態）などの要件
が満たされず、入札に参加できないため実績期間の緩和などの要望が上がっている。

 受注機会の確保の観点から、入札公告要件における施工実績を有する期間の撤廃及び総合評価における施工実績要件の
緩和を行うことで、地元企業の活性化を図ることとする。

 対象工事は、施工実績を有する期間の重要性を比較的伴わないと考えられる「ブロック製作工事」を対象とする。
 ただし、浚渫工事など他工事において地域の実情により適切な企業数が確保できない理由により、競争環境が整わない場

合は、本試行を適用してもよいこととする。
 本試行工事は、令和８年3月以降に公告を開始する案件のうち工事内容を踏まえて選定する。

【現状の入札説明書】

○．競争参加資格
・・・・・
（○）平成○年４月１日以降に元請けとして、完成・引き渡しが完了し
た次に掲げる同種工事の施工実績を有すること。
・同種工事は、○○○○○を製作した工事。
なお、当該施工経験が地方整備局の発注した工事（港湾空港関係）
に係る施工実績である場合にあっては、工事成績評定点が65点未
満であるものを除く。
・・・・・
（○）次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工
事に専任で配置できること。
・・・・・
○）平成○年４月１日以降に元請けとして、完成・引き渡しが完了し
た次に掲げる同種工事の施工経験を有する者であること。
・同種工事は、 ○○○○○を製作した工事。
なお、当該施工経験が地方整備局の発注した工事（港湾空港関係）
に係る施工経験である場合にあっては、工事成績評定点が65点未
満であるものを除く。

【拡大案の入札説明書】

○．競争参加資格
・・・・・
（○）平成○年４月１日以降に元請けとして、完成・引き渡しが完了
した次に掲げる同種工事の施工実績を有すること。
・同種工事は、 ○○○○○を製作した工事。
なお、当該施工経験が地方整備局の発注した工事（港湾空港関係）
に係る施工実績である場合にあっては、工事成績評定点が65点
未満であるものを除く。
・・・・・
（○）次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該
工事に専任で配置できること。
・・・・・
○）平成○年４月１日以降に元請けとして、完成・引き渡しが完了し
た次に掲げる同種工事の施工経験を有する者であること。
・同種工事は、 ○○○○○を製作した工事。
なお、当該施工経験が地方整備局の発注した工事（港湾空港関係）
に係る施工経験である場合にあっては、工事成績評定点が65点
未満であるものを除く。

⑥ 競争参加資格要件（施⼯実績）緩和の試⾏について（ブロック製作⼯事）全国：新規
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【拡大案の評価項目】

・競争参加資格の同種実績において「過去１５年間」という縛りを無くす代
わりに、評価の対象とする。

【現状の評価項目】

⑥ 競争参加資格要件（施⼯実績）緩和の試⾏について（ブロック製作⼯事）全国：新規

10

※施工能力評価型Ⅰ型（標準）、港湾土木工事、作業船評価非対象の場合の配点例

評価基準

より同種性の高い工事の実績あり

同種性の高い工事の実績あり

同種性が認められる工事の実績あり

6点

最大
加点数
4.5点

0.75点

0.5点

0.25点

より同種性の高い工事の実績あり

同種性の高い工事の実績あり

同種性が認められる工事の実績あり

監理（主任）技術者、現場代理人として従事

担当技術者として従事

6点

3点

1点

計8点

①過去１５ヶ年度以降に申請された同種工事実
績

②過去５ヶ年度における北陸地方整備局（港湾
空港関係）の平均請負工事成績評定点

③北陸地方整備局（港湾空港関係）等の各表
彰

④新技術等に対する取り組み

⑤現場技能者の配置

⑥ワークライフバランス等推進企業

同種性

立場

⑧過去５ヶ年度の全地方整備局（港湾空港関
係）の平均請負工事成績評定点
※監理（主任）技術者、現場代理人に限る

⑨北陸地方整備局（港湾空港関係）の優良建
設技術者表彰、または優良工事表彰を受けた
工事の監理（主任）技術者の配置

⑩継続教育（ＣＰＤ）の取り組み状況又は専門
性の高い資格

⑦過去１５ヶ年度以降に申請された同
種工事実績

配点

4点2

0

4

6点

2

0

4

2

0

評価項目

地域精通度・地域貢献度

企
業
の
能
力
等

技
術
者
の
能
力
等

評価基準

（過去15年間）
  ・より同種性の高い工事の実績あり
  ・同種性の高い工事の実績あり

（過去15年間）
  ・同種性が認められる工事の実績あり

　過去15年間以前の工事

6点

最大
加点数
4.5点

0.75点

0.5点

0.25点

（過去15年間）
  ・より同種性の高い工事の実績あり
  ・同種性の高い工事の実績あり

（過去15年間）
  ・同種性が認められる工事の実績あり

　過去15年間以前の工事

監理（主任）技術者、現場代理人として従事

担当技術者として従事

6点

3点

1点

計8点

評価項目

①同種工事実績

②過去５ヶ年度における北陸地方整備局（港湾
空港関係）の平均請負工事成績評定点

③北陸地方整備局（港湾空港関係）等の各表
彰

④新技術等に対する取り組み

同種性

立場

配点

企
業
の
能
力
等

4

4点
2

0

⑤現場技能者の配置

⑥ワークライフバランス等推進企業

6点

2

0

2

0

技
術
者
の
能
力
等

⑦同種工事実績

4

⑧過去５ヶ年度の全地方整備局（港湾空港関
係）の平均請負工事成績評定点
　※監理（主任）技術者、現場代理人に限る

⑨北陸地方整備局（港湾空港関係）の優良建
設技術者表彰、または優良工事表彰を受けた
工事の監理（主任）技術者の配置

⑩継続教育（ＣＰＤ）の取り組み状況又は専門
性の高い資格

地域精通度・地域貢献度



【現状の評価項目】

・

・下請企業の施工実績は、競争参加資格要件は満たすものの、総合評価の加
点対象にはならない。

【拡大案の評価項目】

・下請の実績でも加点評価を行う試行工事を実施。但し、元請け実績と差をつけ
るため、下請の実績で加点を行う際は、１／２の評価とする。

・工種区分：港湾等しゅんせつ工事

・対象工事：グラブ浚渫工事

        B等級以外が参加可能な工事

 中小企業の受注の確保に向け、作業船を使用する工事において、主作業船を使用した下請け施工実績を競争参加要件の「同種工事の施工実績」として
認める取り組みを平成30年4月より実施。

 ただし、総合評価の「同種工事の施工実績」の加点評価は行わないこととしている。
 加点評価を行わない理由としては、下請の場合、その工種に特化しており、総合的な現場管理などのマネジメントを行わないことから下請の実績だけ

では従来の元請評価との公平性に欠けるものとして評価してこなかった。
 今回対象とする「港湾等しゅんせつ工事」における「グラブ浚渫工事」は、単一工種であることから、総合的な現場管理などのマネジメント能力は、従来

の元請評価とほぼ同等と考えられるため、試行的に加点評価を行う試行とする。
 本試行工事は、令和８年3月以降に公告を開始する案件のうち工事内容を踏まえて選定する。

⑦ 下請施⼯実績評価型の試⾏について（グラブ浚渫⼯事） 全国：拡充・運用改善

※Ｓ型（標準）、作業船評価対象の場合の配点例

評価基準

より同種性の高い工事の実績あり

同種性の高い工事の実績あり

同種性が認められる工事の実績あり

より同種性の高い工事の実績あり

同種性の高い工事の実績あり

同種性が認められる工事の実績あり

監理（主任）技術者、現場代理人として従事

担当技術者として従事

3点

1

0

立場

1

0

技
術
者
の
能
力
等

【元請としての実績を加点評価】
②過去１５ヶ年度以降に申請された同
種工事実績

同種性

2

評価項目 配点

企
業
の
能
力
等

【元請としての実績を加点評価】
①過去１５ヶ年度以降に申請された同種工事実
績

2

2点1

0

評価基準

【元請】より同種性の高い工事の実績あり

【元請】同種性の高い工事の実績あり
【一次下請】より同種性の高い工事の実績
あり

上記以外

【元請】より同種性の高い工事の実績あり

【元請】同種性の高い工事の実績あり

上記以外

立場
【元請】監理（主任）技術者、現場代理人とし
て従事

同種性・
立場

【一次下請】より同種性の高い工事におい
て主任技術者として従事

企
業
の
能
力
等

技
術
者
の
能
力
等

②過去１５ヶ年度以降に申請された同
種工事実績

同種性

1.5

0

1

①過去１５ヶ年度以降に申請された同種工事実
績

2

2点1

0

2

1

評価項目 配点

3点
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○ 地域の自然条件や現場条件に精通している地元企業を活用することで工事の品質を確保するととも
に地元企業の健全な育成と受注機会の拡大を目的として、特定建設工事共同企業体（以下、特定ＪＶ）
の構成員に地元企業を含む場合は、加点評価する試行を実施する。

【対象工事】
・工種区分 ： 港湾土木工事、港湾等しゅんせつ工事
・等級区分 ： Ａ等級 特定ＪＶ対象工事（ＷＴＯは除く）
・総合評価ﾀｲﾌﾟ： 技術提案評価型Ｓ型、施工能力評価型Ⅰ型

【評価方法】
・特定ＪＶの構成員として地元企業※が参加する場合、加点評価する。

※地元企業とは、発注県内に本社(本店)を有するＢ等級の企業とする。

◆申請時のJV組合せ例

Ａ等級

単体
有資格者

（２社ＪＶの場合） （単体の場合）

Ａ等級

Ａ等級

特定JV

代
表

構
成
員

Ａ等級

Ｂ等級
（地元）

特定JV

代
表

構
成
員

凡例

：加点評価の対象となる組合せ

◆評価点

評価項目 評価基準 評価点

地元企業が特定ＪＶの構成員として参加 加点評価

上記以外 0点
地元企業活用型JV

12

⑧ 地元企業活⽤型ＪＶ⼯事の試⾏について 全国：新規



２．総合評価落札方式 技術提案評価型SⅠ型

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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２．総合評価落札⽅式 技術提案評価型ＳⅠ型の試⾏について
○ 公共工事品確法が令和6年6月に改正され、「価格に加え、工期、安全性、生産性、脱炭素化に対する寄与の程度その

他の要素を考慮して総合的に価値の最も高い資材、機械、工法等」を経済性に配慮しつつ採用することが発注者の責
務として新たに規定された。

【通常Ｓ型の課題】

提案技術に要するコストは入札価格に含まれるため、CN、新技術などの、費用を要する発展的な提案がしづらく、
仮設や工法の変更を伴う技術提案は認められていないため、品質向上、効率化、安全性、環境等に寄与する技術提案
を行うことが難しい。

【技術提案評価型 ＳⅠ型の試行】
発注者が標準的な仕様（案）を確定できる工事において、軽微な仕様変更を伴う提案を認めつつ、それにより生じた

品質向上等の効果（便益）を、一定の範囲内で適切に費用計上できる新たな入札契約方式（技術提案評価型（SⅠ
型））を今後試行する。

S型（現行） SⅠ型（試行）

考え方
企業・技術者能力を中心に評価
（施工計画の提出を求めない）

企業・技術者能力を評価、施工計
画の提出を求める

目的物の変更を伴わない技術提
案を求める

仮設物、工法、目的物の比較的軽微
な変更や新技術の活用等により品
質・環境・安全性等の更なる向上が
期待できる場合に技術向上提案を
求める

目的物の変更を伴う技術提案を
求める

目的物変更 無し
無し

（軽微な目的物の変更を含む場合もあ
る）

有り

提案内容 求めない 施工計画
施工上の特定の課題等に対する

工夫（通常技術提案）
通常技術提案に加え、技術向上提

案を求める
目的物の変更を伴う技術提案を

求める

評価方法
企業・技術者の能力等のみで評

価
原則可・不可の二段階で評価

（必要に応じ点数化も可）
点数化して評価 点数化して評価 点数化して評価

予定価格 標準案に基づき予定価格を作成

技術向上提案部分に要する費用は
予定価格に含めない。
（上限額は当初予定価格の５％の範囲内
で発注者が設定）

技術提案に基づき予定価格を作
成

標準案に基づき予定価格を作成

Ⅱ型 Ⅰ型 A型

無し

＜技術的工夫の余地が少ない工事＞

施工能力評価型

S型

技術提案評価型
＜技術的工夫の余地が大きい工事＞

全国：新規
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○企業の技術は日々進歩しているが、官積算に反映される
までには一定の期間を要する
⇒新技術の実装・普及に資する取組も急務

○現行のS型制度では、仕様の変更を伴う技術提案は認めて
おらず、技術提案の内容に要する費用も受注者が負担
⇒競争参加者は費用を伴う発展的な提案がしにくい

一定の範囲内で適切に費用計上する（※）ことを前提とした技術向上提案を求める
ことにより、品質・環境・建設現場の安全性・生産性等の更なる向上を目指す。

社会資本整備を取り巻く状況と建設産業の課題 現⾏⼊札制度の課題

＜具体の想定事例＞
①導入にかかるコストが障害となり、現行の調達制度の中で普及が進みにくい工法等の採用

・港湾建設現場の生産性向上に資する新技術・工法

②より安全性の高い工法の採用
・潜水作業時の安全性の向上

③脱炭素化推進に係る資材の採用 等

○建設就労人口の減少による担い手不足
⇒生産性向上が急務

○担い手確保のため魅力ある建設現場への転換が急務
⇒旧３Kから新４Kへ

○「2050年カーボンニュートラルの実現」への貢献
⇒インフラ分野における脱炭素化の取組も急務

○インフラ整備に関する社会的要請
（例：既存インフラを供用しながらの整備、LCCの削減等）
⇒インフラ利用者への安全対策等の一層の配慮

※当面は予定価格の５％の範囲内とする

これらの課題解決のため

２．ＳⅠ型の活⽤が想定される事例
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○対象工事
・港湾及び海岸工事におけるＷＴＯ又はＡランク案件
・技術提案評価型Ｓ型を採用することが想定される工事のうち、技術向上提案に基づいた比較的軽微な設計図書の変
更（目的物及び発注者指定の仮設物・工法の変更を含む）により、品質・環境・建設現場の安全性・生産性等の更なる向
上等が期待される場合や、新技術・工法等の活用が期待できる工事

○求める技術向上提案
・通常技術提案と技術向上提案の双方を１つずつ設定することを標準とする
・技術向上提案の費用の上限は、公告時点の予定価格の5％の範囲内で発注者が適切に設定

○技術向上提案の採用
・技術向上提案の採用の是非は、契約後速やかに発注者から受注者に通知
・技術向上提案を採用する場合は、当該通知に係る工事内容が着手される期日までに変更契約

○手続き期間
・技術向上提案の作成・発注者による審査に時間を要するため、Ｓ型より長く設定

○適用開始時期
・令和７年１０月以降に契約手続きを開始する案件のうち工事内容を踏まえ選定

２．ＳⅠ型の試⾏⼯事

ＳⅠ型試行実施要領（国土交通省港湾局ＨＰ）
リンク先：https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_mn5_000025.html
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